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基安安発 0226第3号

平成 28年2月 26日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

（契印省略）

派遣労働者に対する安全衛生教育の実施等安全衛生の確保について

標記について、別添のとおりパンフレットを作成し、 }.JJJ紙の関係団体にそれ

ぞれ周知したので、了知されるとともに、機会を捉えて、貴局管内派遣先事業

場に対して周知徹底に努められたい。

（参考）

通達「派遣労働者に係る労働条件及び、安全衛生の確保についてJ（平成21年3月31日付け

基発第0331010号）

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/04/dνtp0401-lb.pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために」

http://www.mhlw.go.jp／仙e/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000069165.

pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の磁保のために（派遣先事業者向け）J

http://www.mhlw.go.jp／自le/06-Seisakujouhou11200000-Roudouk話unkyoku/0000111920.

pd£ 



別記派遣先業界団体の長殿

~ 
基安安発0208第 l号

平成 28年 2月8日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

派遣労働者に対する安全衛生教育の実施等安全衛生の確保について

貴団体におかれましては、平素より安全衛生行政への御支援、御協力を賜り

厚く御礼申し上げます。

さて、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律等の一部を改正する法律（平成 27年法律第四号）の施行に伴い、「派遣元事

業主が講ずべき措遣に関する指針J（平成 11年労働省告示第 137号）、「派遣先が

講ずべき措置に関する指針」（平成 11年労働省告示第 138号）、また、「派遣労働

者に係る労働条件及び安全衛生の確保について」（平成 21年3月31日付け基発

第 0331010号）が一部改正されたところです。

派遣労働者の安全衛生を確保するためには、派遣元事業主、派遣先事業主が

各自、又は両者が適切な連絡調整等に取り組む必要があります。

このようなことから今般、別添のパンフレットを作成いたしましたので、貴

団体におかれましては、関係事業場が参集する機会、会報の送付等のあらゆる

機会を捉え、改めて周知していただきますようお願い申し上げます。

（参考）

速達「派遣労働者に係る労働条件及び安全衛生の確保について」（平成21年3月 31日付け

基発第 0331010号）

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/04/dl/tp0401-lb.pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件安全衛生の確保のために（派遣先事業者向け）」

h七tp://www.mhlw.go.jp／凸le/06Seisakujouhou司 11200000・Roudoukijunkyoku/0000111920.

pdf 



別記派遣元等団体の長殿

Eヨ
基安安発0226第 1号

平成 28年2月 26日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

派遣労働者に対する安全衛生教育の実施等安全衛生の確保について

貴団体におかれましては、平素より安全衛生行政への御支援、御協力を賜り

厚く御礼申し上げます。

さて、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 73号）の施行に伴い、「派遣元事

業主が講ずべき措置に関する指針」（平成 11年労働省告示第 137号）及び「派遣

先が講ずべき措置に関する指針J（平成 11年労働省告示第 138号）や、「派遣労働

者に係る労働条件及び安全衛生の確保について」（平成 21年3月31日付け基発

第 0331010号）が一部改正されたところです。

派遣労働者の安全衛生を確保するためには、派遣元事業主、派遣先事業主が

各自、又は両者が適切な連絡調整等に取り組む必要があります。

このようなことから今般、別添のパンフレットを作成いたしましたので、貴

団体におかれましては、関係事業場が参集する機会、会報の送付等のあらゆる

機会を捉え、改めて周知していただきますようお願い申し上げます。

（参考）

通達「派遣労働者に係る労働条件及び安全衛生の確保について」（平成21年3月 31日付け

基発第 0331010号）

http://www.mhlw.go目jp/topics/2009/04/dl/tp0401-1 b. pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のためにj

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Se日akujouhou-11200000Roudo叫cijunkyoku/0000069165.

pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために（派遣先事業者向け）J

http://www.mhlw.go.jp/file／日6-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000111920.

pdf 



別記建設業関係団体の長殿

一一一一一一

Eヨ
基安安発 0226第2号

平成 28年2月 26日

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

派遣労働者に対する安全衛生教育の実施等安全衛生の確保について

貴団体におかれましては、平素より安全衛生行政への御支援、御協力を賜わ

厚く御礼申し上げます。

さて、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律等の一部を改正する法律（平成27年法律第 73号）の施行に伴い、「派遣元事

業主が講ずべき措置に関する指針J（平成 11年労働省告示第 137号）及び「派遣

先が講ずべき措置に関する指針J（平成 11年労働省告示第 138号）や、「派遣労働

者に係る労働条件及び安全衛生の確保についてJ（平成21年3月 31日付け基発

第 0331010号）が一部改正されたととろです。

派遣労働者の安全衛生を確保するためには、派遣元事業主、派遣先事業主が

各自、又は荷者が適切な連絡調整等に取り組む必要があります。

このようなことから今般、別添のパンフレットを作成いたしましたので、貴

団体におかれましては、関係事業場が参集する機会、会報の送付等のあらゆる

機会を捉え、改めて周知していただきますようお願い申し上げます。

なお、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律（昭和 60年法律第四号）第4条により、建設業務（土木、建築その他工作物

の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体の作業又はこれらの作業

の準備の作業に係る業務）についての労働者派遣事業が禁止されているため、建

設業務への労働者派遣を行ってはならないとされていることを申し添えますロ

（参考）

通達 f派遣労働者に係る労働条件及び安全衛生の確保についてJ（平成21年3月 31日付け

基発第 0331010号）

h抗p://w、,vw.mhlw. go.jp/topics/2009/04/ dl/tp040 l ・lb. pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために」

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujo叶1ou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000069165.

pdf 

パンフレット「派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために（派遣先事業者向け）J

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukiju法 yoku/0000111920.

pdf 



派遣先業界団体（209団体）

(1）製造業（111団体｝

ビール酒造組合会長代表理事

一般財61]法人食品産業センター会長

精糖工業会会長

日本醤油協会会長

一般社団法人日本植物油協会会長

一般社団法人日本食品機械工業会会長

一般社聞法人日本乳業協会会長

協同組合日本製パン製薬機械工業会理事長

一般社団法人日本厨房工業会会長

一般社団法人日本食肉加工協会理事長

一般社団法人日本パン工業会会長理事

全日本パン協同組合連合会会長

全日本菓子工業協同組合連合会理事長

全国菓子工業組合連合会理事長

全国飴菓子工業協同組合理事長

全国製麹協関組合連合会会長

全国務鉾水産加工業協同組合連合会代表理事

会長

全国水産加工業協同組合連合会代表理事会長

公益社団法人日本缶詰びん諮レトルト食品協

会会長

一般社団法人カメラ映像機器工業会代表理事

会長

一般社団法人セメント協会会長

せんい強化セメント板協会会長

ロックウーJレ工業会理事長

塩ピ工業・環境協会会長

化成品工業協会会長

写真感光材料工業会会長

製粉協会会長

一般社団法人全国建築コンクリートブロック

工業会会長

全国生コンクリート工業組合連合会会長

全国素材生産業協同組合連合会会長

全国段ボール工業組合連合会理事長

全日本紙器段ボール箱工業組合連合会会長

全日本紙製品工業組合会長

一般社団法人日本アルミニウム協会会長

一般社団法人日本ガス協会会長

日本LFガス協会会長

一般社団法人全国LPガス協会会長

電気事業連合会会長

別記

電機・電子・情報通信産業経営者連盟理事長

電線工業経営者連盟理事

一般社団法人日本電気協会会長

一命般社団法人日本動力協会会長

一般社団法人日本原子力産業協会会長

日本フエロアロイ協会会長

B本プラスチック工業連脱会長

一般社団法人日本ベアリング工業会会長

一般社団法人日本ロボット工業会会長

一般社団法人日本印刷l産業連合会会長

一般社団法人日本衛生材料工業連合会会長

日本火薬工業会会長

一般社団法人日本機械工業連合会会長

日本機械輸出組合理事長

一般社団法人日本金属プレス工業協会会長

一般社団法人日本建設機械工業会会長

日本光学工業協会会長

一般社団法人日本工作機械工業会会長

一般社団法人日本産業・医療ガス協会会長

一殻社団法人日本産業機械工業会会長

日本酸化チタン工業会会長

一般社団法人日本自動車会議所会長

一般社団法人日本自動車工業会会長

一般社団法人日本自動車車体工業会会長

一般社団法人日本自動車部品工業会会長

公益財団法人日本小型貫流ボイラー協会代表

理事

一般社団法人日本ボイラ整備据付協会会長

一般社団法人日本伸銅協会会長

日本製紙連合会会長

日本船舶輸出組合理事長

一般社団法人日本造船協力事業者団体連合会

会長

一般社団法人日本造船工業会会長

一般社団法人日本鍛圧機械工業会会長



一般社団法人日本鍛造協会会長

一般社団法人B本中小型造船工業会会長

一般社団法人日本鋳造協会会長

日本鋳鍛鋼会会長

一般社団法人日本鉄鋼連盟会長

一般社団法人日本溶接協会会長

一般社団法人日本鉄道車輔工業会会長

一般社団法人日本電機工業会会長

一般社団法人日本照明工業会会長

ー般社団法人臼本電線工業会会長

般財団法人日本陶業連盟理事長

一般社団法人日本皮革産業連合会会長

日本紡績協会会長

日本麻紡績協会会長

日本羊毛紡績会会長

板硝子協会会長

石油化学工業協会会長

石油鉱業連盟会長

公益社団法人東京医薬品工業協会会長

一般社団法人日本ゴム工業会会長

日本ソーダ工業会会長

一般社団法人日本化学工業協会会長

日本化学繊維協会会長

日本化粧品工業連合会会長

日本製薬工業協会会長

日本製薬団体連合会会長

日本石鹸洗剤工業会会長

一般社淘法人日本塗料工業会会長

日本肥料アンモニア協会会長

一般社団法人日本芳香族工業会会長

日本無機薬品協会会長

硫酸協会会長

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会

長

全直造船安全衛生対策推進本部本部長

公益社団法人日本プラントメンテナンス協会

会長

石油連照会長

一般財団法人石炭エネルギーセンター会長

全国製紙原料商工組合連合会理事長

公益社団法人日本保安用品協会会長

公益社団法人全国火薬類保安協会会長

(2）運輸交通業（5団体）

公益社団法人全日本トラック協会会長

一般社団法人全国ハイヤー・タクシ一連合会

会長

公益社団法人鉄道貨物協会理事長

一般社団法人日本民営鉄道協会会長

公益社団法人全国通運連援会長

(3）小売業（14団体）

オール日本スーパーマーケット協会会長

一般社団法人新日本スーパーマーケット協会

会長

全国タイヤ商工協同組合連合会会長

全国石油商業組合連合会会長、

全日本家具商組合連合会理事長

一般社団法人日本ドゥ・イット・ユアセルフ

協会会長

一般社団法人日本ショッピングセンター協会

会長

日本スーパーマーケット協会会長

日本チェーンストア協会会長

一般社団法人日本フランチャイズチェーン協

会会長

一般社団法人日本自動車販売協会連合会会長

日本小売業協会会長

公主主社団法人日本新聞販売協会会長

日本百貨店協会会長

（め社会福祉施設（21団体）

公益社関法人全国有料老人ホーム協会理事長

公益社団法人全国老人福祉施設協議会会長

公益社図法人日本認知症グループホーム協会

代表理事

社会福祉法人全国社会福祉協議会会長

一般社団法人全国特定施設事業者協議会代表

理事

一般社団法人日本在宅介護協会会長

一般社団法人全国介護事業者協議会理事長

公益社団法人全国老人保健施設協会会長



全国社会就労センター協議会会長

全国身体障害者施設協議会会長

全国保育協議会会長

全国児童養護施設協議会会長

全国乳児福祉協議会会長

全国母子生活支援施設協議会会長

全国ホームヘルパー協議会会長

全国社会福祉法人経営者協議会会長

全国救護施設協議会会長

公益財団法人日本知的障害者福祉協会会長

社会福祉法人日本保育協会理事長

全国私立保育園連盟会長

公益財団法人介護労働安定センター会長

(6）飲食店（8団体）

全国飲食業生活衛生同業組合連合会会長

一般社団法人日本フードサービス協会会長

一般社間法人大阪外食産業協会会長

公益社団法人日本給食サービス協会会長

一般社団法人日本弁当サービス協会会長

一般社団法人日本惣菜協会会長

公益社団法人日本ベんとう振興協会会長

公益社団法人日本食品衛生協会理事長

(6）その他の業穫（50閏体）

一般社団法人日本新聞協会会長

公益社団法人日本専門新聞協会理事長

全国漁業協同組合連合会代表理事会長

石灰石鉱業協会会長

日本鉱業協会会長

一般社間法人日本砂利協会会長

一般社団法人日本砕石協会会長

公主主社団法人リース事業協会会長

一般社団法人日本倉庫協会会長

一般社団法人信託協会会長

一般社関法人生命保険協会会長

一般社団法人全国銀行協会会長

一般社団法人全国信用金庫協会会長

一般社団法人全国信用組合中央協会会長

一般社団法人全園地方銀行協会会長

一般社団法人第二地方銀行協会会長

日本証券業協会会長

一般社団法人日本損害保険協会会長

般社団法人日本ピルヂング協会連合会会長

一般社団法人不動産協会理事長

一般社団法人日本民間放送連盟会長

一般社団法人日本映聞製作者連盟会長

一般社団法人日本映像ソフト協会会長

一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟理事長

一般社鴎法人情報サービス産業協会会長

一般社部法人情報通信エンジニアリング協会

会長

一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会

会長

一般社団法人電気通信協会会長

一般社団法人電気通信事業者協会会長

一般社団法人電子情報技術産業協会会長

全国クリ一三ング生活衛生同業組合連合会会

長

一般社団法人全日本シティホテル連盟会長

般社団法人日本ゴルフ場経営者協会理事長

一般社団法人日本ホテル協会会長

一般社団法人日本旅館協会会長

般社団法人日本旅行業協会会長

公益社団法人全国ピルメンテナンス協会会長

公益社団法人全国産業廃棄物連合会会長

公益社団法人全国都市清掃会議会長

一般社団法人JAT I協会会長

一般社団法人日本くん蒸技術協会会長

公益社団法人日本洗浄技能開発協会理事長

全国森林組合連合会代表理事会長

全国農業協同組合中央会会長

全国農業協同組合連合会会長

一般社団法人全国木材組合連合会会長

一般社団法人日本林業協会会長

般社団法人林業機械化協会会長

般社団法人大日本水産会会長

全国ガラス外装クリーニング協会連合会会長



派遣元等団体（20団体）

(1）安全衛生関係団体（14団体）

中央労働災害防止協会会長

陸上貨物運送事業労働災害防止協会会長

林業・木材製造業労働災害防止協会会長

港湾貨物運送事業労働災害防止協会会長

一般社団法人日本ポイラ協会会長

一般社団法人日本クレーン協会会長

公益社団法人ボイラークレーン安全協会会長

一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタン

ト会会長

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会会長

公益社団法人全国労働衛生間体連合会会長

公益社団法人全国労働基準関係団体連合会会

長

全国社会保険労務土会連合会会長

独立行政法人労働者健康福祉機構理事長

独立行政法人高齢・障害・求織者雇用支援機

精理事長

(2）経済団体（4図体）

一般社団法人日本経済団体連合会会長

日本商工会議所会頭

全国商工会連合会会長

全国中小企業団体中央会会長

(3）派遣元事業者団体（2団体）

一般社団法人日本生産技能労務協会会長

一般社団法人日本人材派遣協会会長

建設業関係団体（ 5団体）

(1）安全衛生関係団体（1団体）

建設業労働災害防止協会会長

(2）建設業団体（4団体）

一般社団法人建設産業専門団体連合会会長

一般社団法人全国建設業協会会長

一般社団法人全国中小建設業協会会長

一般社団法人日本建設業連合会会長

、ノ
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派遣労働者の .¥1,Jil 
労働条件・安全衛生の確保のために；；I

！～派遣元・派遣先の責任区分の十分な寝解と相互の連携を～ι｝；：＇）

は じめに

派遣労働者にも当燃に労働基準法、労働安全衛生法等の労働

関係法令が適用され、原則として、液遣労働者と労働契約を交

わしている派遣元（派遣会社）がその責任を負います。問時に、

派遣労働者を指揮命令して業務を行わせるのは派遣先であるた

め、派遣労働者の保護の実効を期ずる上か5一部の規定につい

ては派遣先に責任を負わせるζととするなど、派遣元と派遣先

との間で適切に責任を区分しているととろです。

しかし司王が5、派遣労働者については、労働時間管理が適正

になされす劃楢賃金が支払われない、機械等の安全措置が講じられていない、雇い入れ時や作業内容変

更時の安全衛生教育や健康諺断が実施されていはいなど、法定労働条件！こ関する問題等がみ5れます。

派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保に当たっては、

派遣元・派遣先の双方が、自らの責任を十分に理解しそれぞれの義務を果たすこと

派遣元・派遣先l志、労働者派遣契約の相手方の責任についても
互いに理解し、そのよで適切な濠携を図ること

特iご、安全衛生を確保するためには、派遣先が派遣労働者の危険又は
健康樟害を防止するための措置を現場の状況に即し適切に講守るとと

が重要です。

そこで、とのパンフレットでは

1 労働条件の確保について、

(1)派遣元が実施すべき重点事頂 ....・a・..・H ・H ・－－…....・H ・－…p2

(2）派遣先が実施すべき藁点事現 …・・…...・H ・H ・H ・－…H ・H ・＂Pl0 

(3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項目......・H ・＂＇P11 

2 安全衛生の確保について、

Cl）派遣元が実施すべき重点事項 …....・H ・............・H ・－……pl2

(2）派遣先が実施すべき重点事項 ....・M ・....・H ・....・H ・－………p14

(3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項…，...・ H ・＂＇P1 B 

3 外間人の派遣労働者に関する事項........……リ’...........・ H ・＂＇P20

をわかりやすく解説しています。派遣元・派i量先の皆様におかれては、このパンフレッ卜をと活用い

ただき、それぞれの責任区分を理解し相互に連携して、派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保！こ

取り組んでいただくようお願いします。

。厚生労働省都道府県労働局労働基準監督署



2 

労働条件の確保に関する重点事項

i晴溜元が実施すべき重点事項 ｜ 
派遣元は、自5が労働契約を締結しており、労働纂準法等の適用についても原則として自5が責任を負

うことを踏まえ、労働条件の枠組みを確立し、派遣労働者の労働条件の確保理E図る必要があります。

1 趨切な翼納期間を醤定しτください ／ 

派遣元は、派遣労働者との有期労働契約婦を更新しようとする場合には、契約の実態及びその労働

者の希望に応じ、契約期闘をできる限り長くするよう努めなければなりません。

（有期労働契約の締結、更新及1J,雇止めに関する基準つ

※契約を1回以上更新し、かつ、 1年を超えて継続勤務している労働者に娘ります。

有期労働契約については、その労働契約により労働者を使用する目的！こ照5して、必饗以上に短い

期聞を定めるととにより、その労働契約を反復更新するととのないよう、配慮してください。

（労働契約法）

派遣元指針では、派遣元l;:f;、労働者の希望や労働者派遣の期闘を勘案し、雇用契約の期間につい

て、労働者派遣の期間と合わせる等、派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な配慮をするよう

努め怠ければな5ないとされています。

2 労働衆件を明示してください

労働契約を締結するとき同志、労働条件を明示し広ければ怒りません。

派遣就業を調始するときには、就業条件等を明示し怠ければ芯りません。

ζれ5の明示は併せて行コても差し支えありませんb•， それぞれの明示すべき内容に漏れがないよう、

確実に明示を行コてください。

く労働条件の明示の主な内容〉

労働契約の期間（期間の定めの有無、定めがある場
合はその期間）
・ 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準

就業の場所・従事する業務の内容

始業・終業時刻、時間外労働の有無、休憩、休日、
休暇等

賃金の決定・計算・支払の方法、賃金の締切・支払
の時期に関する事項

退職1；：関する事項（解雇の事由を含む）

書面により明示しなければなりません

※このほか、定めた場合に明示すべき事項等があります。

く就業条件等の明示の主な内容＞

業務内容

就業場所

指揮命令者

派遣期鴎

就業日・時間

苦情の処理の申出先
Cili再選元と派遣先のそれぞれ）

期間制限抵触日

原則書面により明示しなければなりません



l 労働条件の確保に閲する重点事項＜派遣元＞

3 賃禽の控隠1;:1まJl,-JI,があります

税金、社会保険料事去令lと別段の定めがあるものを除宏、賃金の一部を

控除して支払うためには、労使協定（賃金控除協定）が必要です。

ただし、賃金控除協定を締結していたとしても、そもそも使途が不明怒

ものや、控除額の合計が実際に必要な費用との均衡を欠くもの等、事理隣自でないものを控除する

ことはできません。

！！？ 輯明白でない「データ装備費j晴務償問「システム利用料」「安全協力費用の控除l志、
労働基準法違反｜ζ芯ります。

4 鼠低賃金額以上の賃金を買払ってください
、＼

派遣労働者には、返還韮SQ事業場に適用される地域別最低賃金、特定最低賃金者を支払ってください。

く具体例＞

派i農元：埼玉県 派遣先：東京都 派遣元．兵庫県
派遣先・大阪府
（塗料製造業者）

「開問団四閑居－－－－－園鵬開閉開聞問問問明珊帽冊目・・・ー島幽－－』】】ー『1 「ーーーーーーーーーーー－－司司嶋田園－－幽ーー】】ー ー 町四ー四ー開問問問，

派遣先の東京都の : : 派遣先の大阪府皇室料製造業の i 
: 最低賃金が適用されます ｜ ！ 特定皆既賃金が適用されます i 
＇－－－幽圃ーーー－－四回岨・ーーーーー圃幽自国幽凶喧国凶ーーーーーーーー四日吋 J L回ーーーー同町『同欄闇ー・ーー－－－－－－－－－－－－－－『・ーー－－－ーー」

i辰湯元i立、派遣労働者に対し、上自の最低賃金以上の金額の賃金を支払わ怠ければ芯りません。

＜支払う賃金と最低賃金額との比絞方法＞ 来賃金を時間あたりの金額に換算します。

時聞によって I 11目、遇、月等守 ！当該期聞における所定労働時間撒II . 
｜」＿II よlて i・l I I泊J最低賃金額定め5れた賃金い唱田川口比Z工二極」圃欄l［（側目、混月によって定鋤時間 11~1 

（時間給） ｜’川野生竪i・｜ M 吋山、それぞれ1週間、 川田｜（時間軒
I I I （自給・月給等lI I 4週臥 1年間の平均所定骨働時刻 I I 

le 瞬労働醐法 〕
』 労働契約法iま、労働契約の基本的なルールを定めています。罰則はありませんカに解雇等に関して、民法
｜の権利濫用法理を当てはめた場合の判断の基準など、私法上の効果を明確化するものです。民事裁判や労働
！審判は、労働契約法の規定を踏まえて行われます。

｛（ 参考有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する寝準 )-i 
! f有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基割は労働基準法に基づく厚生労働大臣の告示であり、 i
l璽些？竺堅守「互主：空回！干さ ♂－－－－－－－－－－－一一一一一一一一一一一 ー一一一一一一ー 一一j

3 
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l 労骨条件の確保に関する重点事項＜派遣元＞

5 体難させる場合には体議手当の支払が必要です

使用者（派遣元）の責に帰すべき事自により派遣労働者を休業させる場合には、

派遣元が、平均賃金の6割以上を休業手当として謂ムわなければなりません。

（糊都民濃契約帥醐験された場合同 ） 
労働者派遣契約が中途解除されても、雇用期間；首了まてラ飛遣労働者と派遣元との労働契約は継続

しており、派遣元lま賃金を支払う必要があります。

労働者派遣契約の中途解除により派遣労働者を休業させた場合には、一般に「使用者の貫に帰

すべき事由Jによる休業に該当し、派遣元は休業手当を支払う必要があります。

派遣先iま、次の派遣先指針・派遣元指針の内容にも留意してください。

く派遣先が講ずべき繍置〉

派遣先の都合により労働者派遣契約が中途解除された場合、派遣元が派遣労働者を休業させ

るとと等宅余儀なくされたととにより生じた派遣元の損害について、派遣先が賠償を行わたEけ

ればなりません※

Ci.照遣先が講すべそを措置に関する指針）

砿お、労働者派遣契約の締結時i亡、派遣契約に労働者派遣契約の解除の際の派遣労働者の新

たな就業の機会の確保、派遣労働者lこ対する休業手当等の支払に要する費用を確保するための

費用負担に関する措置などを定める必要があり、派遣先の都合による労働者派遣契約の解除

にあたっては、派遣先は措置を行う必要があります。

く派遣元が醗ずべき措値〉
〆
①派遣元は、労働者派遣契約の中途解除に当たって、新たな就業機会の確保ができない場合は、

まザ休業等を行し1、派遣労働者の雇用の維持を図るようにすること

②派遣元は、派遣先との労働者派遣契約の締結に当たり、上記※の損害の賠償を派遣先が行う

ょう定めることを、派遣先に対して求めること

Ci＊遣元事機主力1講ザベを箔置に関する指針）

ノ

［（ 参考派断指針と派遣醐針 ) I 
l 派遣元指針（派遣元事業主が講g'ベき措置に関する指針）・派遣先指針（派遣先が講すべき措置に関する指 i
i針）は、労働者派遣法（労働者派遣事業の適正措曽の確保及び派遣労働者の憾等！ζ関する法律）に基づ i
iく厚生労働大臣の告示です。



1 労働条件の確保に関する重点事項＜派遣元＞

6 派遣元でも必要な労働時間管理をしτください

複鍛の派遣先に派遣する派潰労働者について、労働時間に関する法令に違反するととがないよう、

累計労働時障を把握、管理してください。

例えば、派遣元がA派遣先に週3目、 B派遣先に週3日（各自8時間）労働者を派遣する場合、 B派

遣先における3日目の労働は、週40時間を超える時間外労働｜こなります。

36協定の範囲を超えた時間外貯働や割増賃金の不払が生じないよう、派遣売が紫計労働時間を

把握、管理することが必要です。

派遣就業時間以外の、点呼等の時間、集合場所か6派遣先への移動時間、研修時間等の時聞につ

いて、派湾労働者が派遣元の指揮監督下にある場合lこl立、労働時間として派遣元が適正に把握、管

理する必要があります。

ア 36協定を締結・届出してくだ古い

派遣先が派遣労働者に時間外・休日労働をさせる場合には、盗遣主主時間外・休日労働協定（36

協定）を締結・届出することが必要です。

派遣元は、派遣先がと36協定の範囲を超えて時間例労働等を行わせることがないように情報提供等

を行いましょう。

36協定の内容について派遣先に情報提供を行うことや、労働者派遣契約で36協定の範阻内での

時間外労働時間の限度を設定すること等が考え5れます。

・ 36協定を、労働者の過半数を代表する者と締結する場合には、代表者の選出が次により適正に行

われる必要があります。

「労働者の過半数を代表する者」でいう「労働者Jは、派遣先の事業場の全ての

労働者であって、派遣中の労働者とそれ以外の労働者の両者を含みます。

代表者i立、①②のどちらにも該当することが必要です。

①管理監督者でないとと

② 36協定の締結を行う者を選出するととを明らかにして実施され

る投票、挙手等lこより選出された者であるとと※

※具体的立選出方法としては、例えl;l:、派遣中の労働者を含むi屑i量元のすべての労働

者に対じ、 Eメ Jレで候補者を知らせ、 EメーJレで投票・信任投棄を実施するなど

の方法在取ることが考えられます。

8 割増賃金を適正に支払ってください ／ 
派遣元l立、派遣先での労働時間を派遣先や派遣労働者か5確認する体制を艶えてください。

派遣就業時間以外の労働時間（上記6の点呼等の時間、移動時間、研修時間等）がある場合i志、派

遣先での労働時間にこれを加え、合計の労働時間数に応じて漉正に賃金・割増賃金を支払ってください。

5 
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l 労働条件の確保に関する重点事項＜派遣元＞

9 年決有給休暇を与えτください

派遣元le!:、派遣労働者に法定の年次有給休暇を与えなければなりません。

． 派遣労働者か5請求された時季に年次有給休暇を与えるととが派遣元の事業の正常な運嘗を妨げ

る場合には、派遣元は他のE春季にこれを与えることができますが、派遣先の事情lま、直ちには派遣元

がとの時挙変更権を行使する理由には怒りません。

．． 派遣元l立、代替労働者を派遣する、派遣先と業務量の調整を行う等により、派遣先の事情によって

派遣労働者の年次有給休暇の取得が抑制されるととの芯いようにしτください。

く年；欠有給休暇について〉

有期労働契約を繰り返し更新している場合でも、雇入目か5起算して6か月間継続勤務し、全労

働自の8割以上出勤した派遣労働者に対しては、年次有給休暇を与えなければなりません。

麗ABか5起算した継続勤務期間ごとの年次有給休暇の回数iま次のとおりです。

週所定 週所定 1年閣の所定 1年 2年 3年 4年 5年 6年

労働期間 労働回数 労働回数※
6か月

6か月 6か月 6か月 6か月 6か月 6か月
以上

30時間以上

5日以上 217日以上
10日 1 1因 12日 14日 16日 18日 20日

4日 169回～216臼 7日 8日 8El 10日 l 2El 13司 15日

30時間未満 3日 12 l日～168日 5日 6日 6El 8日 9日 10臼 l 1日

2日 73日～120El 3日 4日 4臼 6日 6日 BEi 7日

1日 48日～72El 1日 2日 2日 日日 3日 3日 3日

※週以舛の期間によって労働日数が定め5れている場合

10 就薫規則揮を作成し、周知してください

派遣労働者とそれ以外の労働者を合わせて常時10人以上の労働省を使用するi浦宣元le!:、派遣労働

者にも適用される就業規則を作成する必要があります。

① 派遣労働者・内勤労働者iこ共通の就業規則を作成する方法

② 派遣労働者専用の就業規制と内勤労働者用の就業規則をそれぞれ作成する方法

の、い守れでも差し支えありません。

就業規則や賃金控除協定、 36協定主主どの労使協定の内容等｜玄、労働者に局知しなければなりません。

廊矧は、下記①～③のいヂれかの方法で行う必要があります。

①作業場の見やすい場所への掲示・備付l:t ②書面の交付

③ 電子データで記録し、作業場にその内容を確認できるパソコン等を設置

ただし、①や③については原則としτ遅遺墨旦作業場で行うζととなるため、とれができZ互い場合

には②の書面の交付により廊知する必要があります。

; 



l 労働条件の確保に関する重点事項＜派遣元＞

11 やむを僧ない事由がなければ、毘閣期間違申の解曜はできません

解雇について、労働契約涯には次のよう砿規定が定め5れています。

く期間の定めのない狩働契約の場合＞

客観的に合理的1J.理由を欠を、社会混含よ相当であると留め5れ砿い解雇lま、権澗の濫用に当た

り無効となります。

く有期労働契約の場合〉

やむを得ない事由がある場合でなげれば、契約期間中l亡解雇するととはでをません。期間の定め

のない労働契約の場合よりも、解雇の有効性lま厳しく判断されます。

（労働普糟契約が申蹴除された場合同 ） 

労働者派濠契約が中途解除された場合でも、そのことが直ちに派遣労働者を解雇する「やむを

得ない事由jに該当するものではありません。

派遣先指針！こおいて、休業手当の支払等、労働者派遣契約ゆ解除間半い生じた派遣元の損害の

賠償を派遣先が行わなければ芯5ない旨定められていること等を踏まえ、派遣元は、新党tJ.就業

機会の確保ができ芯い場合でも、休業等を行い解雇lま避けるようにしてください。

次の派遣元指針の内寄にも留意してください。

く派遣元が議官官べを措置〉
／ 

＼ 

①派遣元は、労働者派遣契約の中途解除に当たって、新たな就業機会の確保ができ芯い場合は、
まザ休業等を行い、派遣労働者の雇用の維持を図るようにすること

②やむを得ない事由により①ができ芯い場合lζ、派遣労働者を解雇しようとするときでも、労働契
約法の規定を遵守することはもとより、解震予告・解雇予告手当の支払等、労働基準法等に基づ
く責任を果たすとと

③派遣元Iま、無期雇用派遣労働者の雇用の安定に留意し、労働者派遣が終了した場合において、
当該労働者派遣の終了のみを理由として当該労働者派遣に係る無期雇用派遣労働者を解雇して
はならないとと

④派遣元は、有期雇用派遣労働者の雇用の安定に留意し、労働者派遣が終了した場合であコて、
当該労働者派遣に係る有期雇用派遣労働者との労働契約が継続しているときは、当該労働者派
遣の終了のみを理由として当該有期雇用派遣労働者を解雇しではな5ないこと

Gffl遺元事業主が講g'ぺき措置に関する指針）

派遣労働者をやむを得す解雇する場合には、少なくとも30目前までの予告が必要です。予告が30

日に満たない場合には解雇までの日数に応じ下図のような解雇予告手当を支払う必要があります。

i解雇までの回数〉 30B前 20臼前 10目前 解雇臼

E題磁l 園 咽

~予 報夢 」事 事
｜ 解雇予告手当 〉〉 なし 10日分 20日分 30日分主主担賃金

派遣労働者から講求があコた場合には、解雇の理由等について、証明書を交付する必要があります。

7 
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l 労働条件の確保に関する重点、事項＜派遣元＞

12 雇止めにもルールがあります

有期労働契約機を更新しない場合には、少なくとも30目前までの予告が必要です。
（有期労働契約の締結、更新及び麗止め！こ関する基準3

※3回以上更新されているか、 1年を超えて継続勤務している労働者に限り、畠らかじめ更新し在、崎明示されているものを除きます。

実質的に期間の定めのない契約と変わSta:いといえる場合や、労働者において雇用の継続を期待す

るととが合理閣であると考えられる場合、使用者が雇止めをするととが「客観的に合理的な理由を欠

管、社会遇念..t相当と留め5れないときjは、雇止めが認め5れません。従来と間ーの労働条件で、有期

労働探約が更新されます。このルールは、最高裁判所判決で確立しており、労働契約法にも規定されて

います。

13 無期時揖1レールが施行されています

労働契約法では、有期労働契約が反復賞新されて遇算忘年を超えたときは、労働者の申込みにより、無

期労働契約に転換できるル－｝レ（無期転換ルール）が定められ、平成25年4月1自に施行されています。

円滑店主無期転換のため、有期労働契約の派遣労働者の活用実態を把還するとともに、今後の活用方針

を明確化し、無期転換リレールへの対応の方向性と、無期転換後の労働条件の設定についてご検討いただ

くよう、お願いいたします。

｛平成25年4月凋始で契約期聞が1年の場合の伊江

H25A H26.4 H27.4 H2B.4 H29.4 H.30.4 H3 l .4 

↑ ↑ f t t ↑ 

語 草草案事 I! 襲
※無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と司
ーとなります。別段の定めをすることにより、変更可能です。

次の派遣元指針の内容にも留意してください。

派遣元が、その雇用する有期雇用派遣労働者について、当該有期雇用派遣労働者からの労働契約

法第18条第1項の規定による期間の定めのない労働契約の締結の申込みを妨げるために、当該有期

雇用派遣労働者に係る期間の定めのある労働契約の更新を拒否し、また空白期間（同条第2項の空白

期聞ないう。）を設けるととは、同条の規定の趣旨に反する脱法的な運用であることとされているとと

に留意するとと

＼ 



l 労働条件の確保に閲する重点事項＜派遣元＞

14 期屈の定めがあるととによって不合理な労曲条件を麗げることは襲止古れていま責
＼ 

労働契約法では、有期契約労働者と無期契約労働者との闘で、期間の定めがあることによコて不合

理な労働条件の相遣を鼠けるととは禁止されています。

労働条件の相違tJl不合理と認め5れるかどうかは

① 職務の内容（業務の内容忍び当惑業務1.：：伴う貸住の程度）

② 当該職務の内容および配置の変更の崎囲

③ その他の事情

を考慮して、個々 の労働条件ごとに判断されます。

とりわけ、週勤手当、食堂の利用、安全管理などについて労働条件を相還させるととは、よ記①～

③を考慮して、特段の理由カtない限り、合理的とは認められないと解されます。

（注）有期雇用派遣労働者の比較対象l車、間口派遣元に雇用される無期契約労働者 (I笥じ派遣先に直接耳重用される無期契約労

働者や、同じ派遣元から派遣される無期雇用派遣労働者）です。

次の派遣元指針の内容にも留意してください。

／ ＼ 

＼ 

有期雇用派濡労働者の遇勤手当に係る労働条件が、期間の定めがあることにより同（の派遣元

と無期労働契約を締結している労働者の通勤手当に係る労働条件と相違する場合においては、当

該労働条件の相違i志、労働契約法第 20条の規定により、職務の内容、当該職務の内容及び配置置

の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならないとと。

ノ
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1 労働条件の確保に閲する重点事項く派遣先＞

i腿先が実施すべき重点事現 ｜ 

派遣先lま、自5力耳目R遣労働者に指帰命令を行うという派遺労働の実態か5、労働2基準法上の労倒時間、休

日、休憩等に係る責任を派遣先が負うことを踏まえ、派遣労働者の労働条件の確保を図る必要があります。

1 労働時闘を趨正Ii:把揖してく1ささい

派遣先は、派遣労働者の労働時聞を適正に把握しなげればなりません。

く労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準＞

． 使用者は、労働時間を適正に管理するため、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を

確認し、とれを記録するとと

． 始業・終業時刻の確認・記録に当たっては、原艮リとして、

① 使用者が、自己規認して、

② タイムカード等の客観的な記録を基礎として、

確認・記録するとと

自己申告制により始業・終業時刻の確認・記録を行わざる

を得ない場合には、

① 適正な自己申告等について労働者！こ十分説明する、

② 自己申告により把握した労働時間と実際の労働時間と

が合致しているか必要に応じて実態調査を実施する、

等の措置を講じるとと等

2 時間舛野曲・体由労働には、 i帰還元での36協定が品要です

派遣先が、派遣労働者に時間外労働・休日労働を行わせる場合には、運還玉の事業場で締結・届

出された36協定が必要です。この36協定の範囲を超えて時間外労働等を行わせた場合、派遣先が

労働基準法違反！となります。

とのため、派港先は、派遣売での36協定の内容等を把握し、時間外労働等を行わせる場合には、

その範盟内にとどめる必要があります。
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l 労働条件の確保に関する重点事項＜連携＞

派遣元・派遣先の連携

派遣元と派遣先が、それぞれの責任区分に応じた派遣労働者の労働条件の確保を円滑に図るためには、

両者の適切な連絡調整が軍要です。

1 指曲者i廓漕契澗の内容は適正ですか

派遣元と派漣先は、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させた場

合に労働E基準猪違反等が往じないよう、派遣契約の内容を相互に十分に確

認してください。

派遣先・派遣元指針において、休業手当の支払等、労働者派遣契約の中

途解除に伴い生じた派遣元の損害の賠償を派遣制刊行うよう、派遣期比

定めることとされているととにも、留慣してください。

労働者派遣法では、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させたときに派遣先が労働基準関

係法令に違反することに芯る場合には、派遣元に対して当該労働者派遣を禁止しています。

2 労働時聞についての連組体制を確立しましょう

労働時間の枠組みと実績に隠する連絡体制を確立してください。

く労働時間の枠組みについて＞
派遣先lまj船撮元での3.6協定の内容等について情報提供を求め、派遣元1ま情報提供を行いましょう。

く実際の労働時間について＞
派遣元は割増賃金等の計算に当たり労働時聞について派遣先に情報提供を求め、派遣先は労働時

間の適正な把握のために使用者が講すべき措置に関する基準に纂づき適正に把揮した労働時間をE
確に通知しましょう。

労働者派遣法では、派遣先は派遣先管理台帳lこ派遣就業白ごとの始業・終業時刻等を記載し、と

れを派遣売に通知しなければは5ないとしています。

また、派遣先指針では、派遣先i立派遣元との労働時間に係る連絡体制を確立するとととされてい

ます。

3 年体の罰掃についての協力体制を整えましょう

派遣元と派遣先は、派遣労働者が年；欠有給休暇の取得を請求した場合の手続等をあらかじめ定め、

派遣売が派遣労働者に年次有給休暇を与えるため、代替労働者の派遣、派遣先における業務量の調

整等の対応を取る乙とができる体制を擁立することが望ましいものです。

派遣先はその調惑等に協力し、派遣元が適切に年次有給休蝦を与えるととができるよう配慮して

ください。

11 
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2 安全衛生の確保に関する重点事項

満遍元が翼施すべき重点事項

派遣元は、雇入れ時の安全衛生教育、一般健康診断の実施など労働安全衛生法上の措置を講する必要

があります。

l 派遣労働者を曾め安全衛生管理体制を確立しτください

派遣労働者を含め算出した常時使用する労働者数等に応じて、①総括安全衛生管理者、衛生管

理者、産業医等の選任等、②衛生委員会の設置等を行ってください。

例えば、派遣業であって、常時 1000人以上の労働者（派遣労働者を含む）を使用する事業

場は、総指安全衛生管理者を選任する必要があります。

常時50人以上の労働者（派遣労働者を含む）を使用するすべての事業場l止、衛生管理者や

産業医を選任し、また、衛生委員会を設置する必要があります。

2 喪主衛生教育専を適切に実施してください

派遣労働者は一般の労働者に肱ベて業務の経験年数が短く、労働災害発生率b1*fcl肉的に高いので、

危険有害業務の有無にかかわ5渉、派遣労働者の作業内容に却した効果的な安全館生教育を確実に

実施する必要があります。

派遣労働者を腫い入れたときや、派遣労働者。派遣先を変更する芯ど作業内密を変更したとき

は、遅滞なく、安全衛生教育を実施してください。

派遣肝臓労働者の時間が変更されたことを把握したときは、 J京遣先がわた作業内容

変更時教育の実施結果を書面等で確認してください。

安全衛生包教育l志、派遣労働者tJ，従事する業務に関し、次の事項に応じて、派遣労働者の安全創

生を確保するために必要な内容と時間をもって行ってください。

作業内容

取り扱う機械等や原材料等の取扱い方法、それらの危側室又は有害性など派遣労働者の安

全衛生のために必要な事項

そのため、 ζれらの情報を液遣先か5事前に入手するとともに、派遣先に必要砿協力を求めて

ください。

く派遣先からの協力の例〉

教育カリキユラムの作成支援

講師の紹介や派遣

教育用テキストの提供

教育用の施設や機材の貸与など

派遣先に対し、安全衛生教育の実施を委託した場合！志、その実施結果について寄函等で確認し

てください。

特別教宵が必要な危険有害業務に派遣労働者が従事する場合！ま、派遣先が実施した特別教育の

実施結果を書面等で確認してください。
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2 安全衛生の確保に関する重点事項く派遣元＞

3 就諜制限難務iこは有資桔者を源遣してください

派湾労働者が就業制限業務iこ従事することが予定されているときは、当該業務に係る有資格者

を派遣してください。

く就業制順業務の例〉

クレーン（つり上げ荷薫5トン以上のもの）、移動式クレー

ン（つり上げ荷重 1トン以上のもの）の逮転

玉掛け作業（つり上げ荷重量 1トン以上のクレーン、移動式

クレーンに係るもの）

フォークリフト等荷役機械最大碕重1トン以上のもの）の運転

ガス溶接等

4 憧康診断及びその結果に畠づく事後措置等を確実に実施してください

（一般健康診断を聞こ実摘してください

問主． 常時使用する派遣労働者に対し、雇入れの際やその後1年以内ご

とに1園、定期に、一般定期健康診断を実施し、その結果！こ基づく

事後措置を講じてください。 『

（紬先が臨した棚健康診断の結果を入手し、保存してください

派遣労働者｜ζ関する特殊健康診断の結果の記録の写しを入手し、保存してください。

特殊健康診断の結果は、派遣元事業者から派遣労働者に遇知してください。

（派遇先聞ける有膏業務の作擦の記録を入手し、僻してください

一定の有害業務を行う派遣労働者の作業の記録の写しを入手し、保存するとともに、健康管

理に活用するよう努めてください。

日 長時間にわたる労働に闘する面接指導等を適切に実施してくreさい

派遣労働者の時間外・休日労働時濁！と応じて、時間外・休日労働時閣が1月あたり100時閣を超え

る派遣労働者であって申し出を行ったものに係る医師による面接指導等を適切に実施してください。

6 心理的な負担の程鹿を把据するための検査縛を適切に実施してください

常時使用する派遣労働者に対し、 1年以内ごとに1回、心理的な負担の程度を把握するための

検査（ストレスチェック）及び商接指導等を実施してください。

、、、

ノ
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一一一

2 安全衛生の確保に閲する重点事項く派遣先＞

7 もしi吊過労働者が労働災害1.：：被災した場合は

（労脚珊繍告を鍵出してください ） 

派遣先事業場において派遣労働者力t労働災害に被災したととを把握した場創立、派遣先か5

送付された所轄の労働基準監督署に提出した労働者死傷病報告の写しの内容を踏まえ、労働者

死傷病報告を作成し、派遣元事業場を所轄する労働基準監督署lこ提出してください。

派遣労働者が派遣中iこ労働災害等により死亡又は休業したときは、派遣況、派遣先がそれぞ

れ労働者死傷病報告を作成し、所轄の労働基準監督署lこ提出する必要があります。

派遣先lま、労働者死傷病報告を提出したときは、その写レを派遣元lζ送付する必要があります。

（派遣先か8蝿災奮の原因や対策について酬を入手し、再発鵬！と活用してください）

労働災害の原因や対策について、必要に応じて派遣先に情報提供を求め、雇入れ時教育に活用

するほか、労働災害が発生した業務と同種の業務に従事する派遣労働者に情報提供してくだ会い。

満遍先が実施すべき重点事贋 ！ 
派遣労働者の安全衛生を確保するためには、派遣先が、派遣労働者は一般的に経験停数が短川ととに配慮し、

派遣労働者の信険又は健康障害を防止するための借置等を現場ゆ状況に即し遜切に譲歩ることが重要です。

1 派遇措蝿者を宮め安全衛生管理体制を確立してください ／ 

派遣労働者を含め算出した常時使用する労働者数等に応じて、

① 総括安全衛生管理者、安全管理者、衛生管理者、産業医等を選任し、派遣労働者の安全衛生

に関する事項も含め、必要は職務を行わせてください。

②安全衛生委員会等を設置し、派遣労働者の安全衛生lζ関する事項も含め、必要な調査審議を

行ってください。

例えば、製造業（物の加工を含む）であって、常時300人以上の労働者（派遣労働者を含む）

を使用する事業場は、総括安全衛生管理者を選任する必要があり、同じく 50人以上の事業場は、

安全管理者を選任する必要があります。

常時50人以上の労働者（派遣労働者を含む）を使用するすべての事業場は、衛生管理者や

産業医を選任する必要があります。

2 危院又は惜康槽寄の防止措置を適切に実施してください

機械等の安会措置1J,ど派潰労働者の危険文lま健康障害を防止するための、

措置を現場ゆ状況に即し漉切に実施してください。

くプレス機械作業におげる危険又｜ま健康障害の防止措置の例＞

プレスによるはさまれ災警を防止するための安全装置の設置

強烈な騒音を発する場合における防省保護異（耳栓）の支給



2 安全衛生の確保に関する重点事項＜派遣先＞

3 危院世又lま有書性轄の調査等を実施してくた、さい

派遣労働者が従事する作業について、危険性又は有害性等の調査を実施し、その結果に基づ宏、

機械の本質安全化や化学物質のぱく欝防止などリスクi§漏措置を講じてください。

、＼

! ( 瞬時間は時閣の調酷 ） ｜ 
！危険性別有害陣の調輔副、作業に伴う危険性別措慨洗い出し、リスク頃慨はj
i疾病の重篤度と発生可能性を組み合わせたもの）欄耐るもので、 Uスクの大きなものを優先し1
1て適切なリスク低減措勧請するととにより、効果的に災害を防止できます。 j 

4 安全摘生轍育轄を適切に実施してくだ古い

［派遣労働者四け入れたとをは ） 
派遣元による雇l,＇入れ時等の安全衛生教育について、従事する業務に関し、派遣労働者の安

全衛生を確保するために必要な内容の教育が実施されているか砿ど、その実施結果を派遣元に

書面等で確認してください。

（派遣労働者の作業内容を翻したときは ） 
派遣労働者が異怠る作業！こ転換した色きや、作業設備、作業方

法等lこ大幅な変更があっ1たときなどは、作業内容変更時の安全衛

生教宵を行ってください。

安全衛生教育は、派遣労働者が従事する業務に関し、安全衛生

を確保するために必要な内容及び時闘をもって行ってください。

（派遣労働者を一定の危険又開削業務に従事させるときは ） 
派遣労働者力局、その業務Ii::関する特別教育を既に受けた者かを確認し、必要な特別教育を適

切に行ってください。

特別教育を実施した場合は、その結果を派遣元に書面等により報告してください。

＜特別教育が必要な危険有害業務の例〉

クレーン（つり上げ精霊5トン未満のもの）、移動式クレーン（つり上げ荷重 1トン宋満のものJの運転

玉掛11作業（つり上げ荷重 1トン朱満のクレーン、移動式クレーンに係るもの）

フォークリフト等荷役機械（最大荷量 1トン未満のもの）の運転

動力プレスの金重量等の取付け、取外し、調整

アーク溶接等

研削といしの取替え等

特定粉じん作業

｛欄労相概観における組事腕周知してください ） 
派遣労働者！こ対じ、立入禁止場所等の派遣先事業場において禁止

されている事項について周知を行ってください。
y押！討＼
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2 安全衛生の確保に関する重点事国＜派遣先＞

5 i厩遣労働者の安全な作撲の確保のために

（就業制鵬務lζ係る資格の漕認をしてください ） 
就業制限業務に派遣労働者を従事させるときは、派遣労働者が当該業務に係る資格を有して

いることを篠認してください。

く就業制限業務の例＞

クレーン（つりよ11荷重5トン以上のもの）、移動

式クレーン（つり上げ濁重 1トン以上のもの）の運

転

玉掛け作業（つり上げ荷重 1トン以上のクレーン、

移動式クレーンiこ係るもの）

フォークリフト等荷役機械（最大荷重 1トン以上

のもの）の運転

ガス溶接等

｛揺な作業マニュアル鞭作成しましょう ｝ 
派遣労働者が従事する作業について安全な作業マニュアルや手順

書（以下「マニュアル等：という。」を作成ずるようにしましよう。

臓
〕

同
四

｛織労働者の側況を確認しましょう ） 
派遣労働者がマ＝ュアル等により適切な作業を行えるよう、適時作業状況を確認する者そ定

め、その者に必要芯指揮を行わせるようにしましょう。

（棚・歯師初掲示等をしてください

立入禁止場所、危害を生9"るおそれのある筒所等には、わかりやすい標識や醤告表示の掲示

を行ってください。

（安全鰯生活動への割問配慮してください ） 
派遣労働者が宿険予知活動、安全衛生改善提案活動、健康づくり活動等の安全衛生活動｜こ参

加できるよう配慮してください。



2 安全簡生の確保に関する重点事項＜派遣先＞

6 特掠健康診断を確実に実施しτください

（棚健康診断を確実に実施してくだ合い

． 一定の有害業務に常時従事する派遣労働者に対し、雇入れの際、当該業務へ配置替えの襟やその後

一定期間以内ごとに1目、定期l亡、特殊健康診断を実施し、その結果に基づく事後措置を講じてください。

＜特殊健康診断が必要な有害業務＞

①高庄室内又は潜水の作業に係る業務、②放射線業務、③特定化学物質の製造又は取扱い業務、

④鉛業務、⑤掴アルキル鉛業務、⑤屋内作業場、タンク等の内部等における有機溶剤の製造又

は取扱い業務、⑦粉じん作業

（棚健康診断の詑録や醐措置の内容を精選元iζ提供してください

． 特殊健康診断の結果の記録の写しを派遣元事業者に送付してください。
1・ 一定の有望書業務を行う派遣労働者の作業の記録を作成・保存するとともに、派遣元事業者に

提供してください。

フ 漏遣労曲者も禽めたストレスチェック繕果，こ基づく集団Eとの集計・分析が望まれます

派遣労働者も含めた一定規模の集劉ごとにストレスチェック結果を集計・分析し、その結果に

基づく措置を実施することが望ましいです。

8 瞳鹿に関する情報に基づくilft遣労働者に対する不利益恕取扱いは禁止されています

（次のような取扱いは一般的時間なものではないため、行つてはいけ関ん）

一般健康診断や長時間にわたる労働iこ関する面接指導等の結果iこ基づく就業上の摘置や、心

の健康に関する情報を理由とする就業上の措置について、派遣元事業者から、その実施！と協力

するよう要請があったととを理由として、派遣労働者の変更を求めるとと。

本人の悶意を得て、心の健康に関する情報を抱揮した場合、これを理由として、医師の意見

や派遣労働者の実情を考慮せす、派遣労働者の変更を求めるとと。

特殊健康診断結果に基づく必要な揖置について、医師の意見を聴く等の法令上の手順に従わ

9'、派遣労働者の変更を求めること。

本人の同意を得て、ストレスチ工ツク結果を把握した場合、これを理由として、派遣労働者

の笈更を求めたり、涯師の意見や派遣労働者の実情を考慮せす、派遣労働者の変更を求めること。

ストレスヂヱツクを受けないととな理由として、派遣労働者の変更を求めるとと。

9 もし漏遣労働者が労働災害に被災した場合！とは

労働災害の発生原因を調査し、再発妨止対策を講じてください。

・ 労働者死傷病報告を作戒し、派遣先事業場を所曙する労働基準監督署に提出してください。また、

その写しを遅滞なく派遣元に送付してください。

｜派間制派 遣 問 一一亡又同一派遣元町そ間
労働者死傷病報告を作成し、所轄の労働纂準監督署1.：：提出する必要があります。

ノ 17
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2 安全衛生の確保に関する重点事項＜連携＞

i府遺元・i吊遣先との連携

派遣元と派遣先l孟、それぞれの責任区分！と応じた労働度全衛生法上の措置を自慢する必要があり、とれ

を円滑に実施するためには、両者の適切な連絡調整等が必要です。

このため、①労働者派遣契約において当叡派遣労働者の安全創生を磁保するために必要性主事項を記載

するとともに、②派遣元実任者及び派遣先責任者は派遣労働者の安全衛生が的確に確保されるよう連絡

爾整を行ってください。

l 安全樺生教育に閲する源遣先の協力や配慮が必要です

（派遣元に対して必暫揃欄を提供しましょラ ） 

派遣元が派遣労働者に対する雇入れ時等の安全衛生教育を適切に行えるよう、派遣元は派遣

先から派遣労働者が従事する業務に係る情報について事前に提供を求めてください。また、派

遣先！該当按情報を派遣元に対し積極的に提供してください。

派遣元から教育カリキユラムの作成支援、講師の紹介や派遣、教育用テキストの提供、教育

用の施設や機材の貸与等の依頼があった場合には、派遣先は可能な限りこれ！と応じるよう努め

ましょう。

（派遣元凶の安全衛生鯛の踊の申入れにI.I:、明肱限！）litiじましょう。 ） 

派遣元から雇入れ時等の安全衛生教育の委託の申し入れがあった場合には、派遣先は可能な

限Dこれ！と応じるよう努めましょう。

また、派遣先l立、当該教育の実施を受託した場合には、その実施結果を派遣元に書面等によ

り報告してください。

[ i.幅脚内実施した僻内問聞の賠鰯繍育の結果除、派遣売に鵬ほしよう）

派遣労働者を異；t~る作業に転換したときや、作業設備・作業方法等について大幅な変更があっ

たとき等に、派遣先で作業内容変更持の教育を実施したときは、その結果を派遣元lζ書面で報

告してください。

2 危隣有害損輯に傑る適正な労曲者派遣を行っていますか

派遣元及び派遣先は、派遣労働者が従事するととが予定されている特別数育が必要な一定の危

険又は有害砿業務及び就業制限業務に係る派遣労働者の資格等の有無を確認し、必要な資格等が

ない者がとれ5に従事するととがZ互いよう、十分連絡調整を図ってください。

労働者派遣法では、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させたときに派遣先が労働安全

衛生法令に違反するととになる場合には、派遣元に対して当該労働者派遣を禁止しています。



2 安全衛生の確保に関する重点事項＜連携＞

3 健康診断に閲する協力や臨慮

（糊畑者tJI一般健康診断裡腕時ょう配慮しましょう

派遣先事業者は、派遣労働者が派遣元事業者が実施する一般健康診断を受診できるよう必要な

配慮をしてください。また、派遣元カち依頼があった場合には、派遣先lま、その雇用する労働者に対

する一般健康診断を実施する際に、派遣労働者もこれを受診することができるよう配慮してください。

派遣元からの依頼により、派遣先事業者が派遣労働者も含めて一般健康診断を実施する場合

は、①派遣労働者！こ係る一般健康診断の費用i立派遣元事業者が当然負担すべきものであること、

②一般健康診断結果は派遣元事業者が取り扱うべきであり、派遣先事業者がその結果を把握す

べきではないことに留意してください。

（医師に対する情曹の提供！こ関する協力や闘をしましょう

派遣元事業者は、適切に医師から意見を聴くととができるよう、派遣労働者の向意を得た上

で、派遣先事業場に対し、派遣労働者の労働時聞に加え、必要に応じて、その他の勤務状況や

職場環境！と関する情報を提供するよう依頼してください。また、派遣先事業者は、派遣元事業

者から依頼があった場合には、情報提供してください。

（就業上の描Ii:関する協力や配慮をしましょう

一般健康診断の結果に基づく派遣労働者に対する就業よの措置について、派遣先の協力が必要

な場合！こは、派遣元事業者l誌、派遣労働者の同意を得た上で、派遣先事業者に協力を要請してく

ださい。また、派遣先事業者lま、派遣元事業者か5要請があった場合lζは、協力してください。

特殊健康診断の結果に基づく就業上の措置を講守る場合には、派遣先事業者は、派遣元事業

者iこ連絡調整を行ってか5実施してください。また、実滴した内容については、派遣元事業者

l亡情報提供してください。
＼ 

14 畏時閣にわたる労働に閲する商接指導に閲する協力や配慮

( i醐指導の実施に協力、配慮してください ） 
派遣先事業者は、派遣労働者が、派遣n:事業者の実施する長時間にわたる労働に関する扇接

指導を受けられるよう配慮してください。

（醐指導iこ必跡構織の収集lζ協力、闘してください ） 
派遣元事業者は、長時間にわたる労働lこ関する面接指導等が適切に行えるよう、派遣労働者の

同震を得た上で、派遣先事業場lζ対し、派遣労働者の労働時聞に加え、必要に応じて、その他

の勤務状況や職場環境に関する情報を提供するよう依頼してください。また、派遣先事業者は、

派遣元事業者から依頼があコた場合には、情報提供してください。

「就業上必曜に隠する協力や闘をしましょう ） 
長時間にわたる初働に関する面接指導等の結果l乙基づく派遣労働者に対する就業上の措置について、

派遣先の協力が必要な場合にl立、派遣元事業者lま、派遣労働者の同意を得た上で、派遣先事業者iζ協力

を要請してください。また、派遣先事業者l立、派遣元事業者か5要請があった場合！とは、協力してください。

＼ 

19 
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2 安全衛生の確保1.：：：関する重点事項＜連携＞
3 外国人の派遣労働者について

5 派遣元でもi晴海先の協力を情τ再発問止対策を謂じましょう

派遣労働者が労働災警に被災した場合、派遣先l立、派遣元における安全衛生教育への活用や同

種業務1.：：：従事する派遣労働者への情報提供が行えるよう、派遣元に対し、当該労働災害の原医や

対策について必要な情報を提供しましよう。

6 派遣元・漏遣先の適切取連帽調聾tJ，重要です

派遣元と派遣先は、定期的！と会合を開催するなどし、儲康診断、安

全衛生教育、労働者派遣契約で定めた安全衛生！と衡する事項の実施状

況、派遣労働者が被災した均働災害の内容・対応、派遣先事業場が実

結している安余衛生活動への派遣労働者の参加等について連絡調整を

行ってください。

3 外国人の派遣労働者について

労働関係法令は、労働者の毘籍にかかわ5す当然に適用されます。

また、園績を理腐とする差別的取扱いについては、派遣元だけでなく、派遣先についても禁止さ

れています。

外国人の派遣労働者については、

労働条件の明示や安全衛生教育の実施、労働災害防止に関する標識、掲示等について、外国人

労働者がその内容を理解できる方法により行う

労働災害防止のための日本語教育等を実施する

など、「外麗人労働者の雇用賢建の改善書等に隠して事業主が適切に対処するための指針j！こ暴づく、

必要砿措置を講じてください。

己のパンフレットに関するお問い合わせは、
最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署までお願いします。

＼ 

(H28.2) 
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3罵遣労働者の労働集件・安全衛生の確保のために

派遣労働者にも当然に労働墨準法、労働安全衛生法等の労働関係法令

が適用され、原則として、派遣労働者と労働契約を交わしている派遣元

（派遣会社）がその責任を負います。河時に、派遣労働者を指揮命令して

業務を行わせるのは派遣先であるため、一部の規定については派遣先に

責任を負わせるごととされています。
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1.労働碕悶を遁正r.：把握してください
• jiff湾先l孟、 f労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する塞準J(平成13年4月6目付け
基発第339号）に纂づき、派遣労働者の労働時闘を適正に把握しなげればなりません。

2時間外労働・休日労働には、派湯元での36協定が必聖書です
・派遣先が、派遣労働者に時間外労働・休目労働を行わせる場合にl乱派遣元の事業場で締結・届出された36
協定が必要です。との36協定の範恩を超えて時濁外労働等を行わせた場合、 jiff渇先が労働基準法違反になり
ます。

－このため、派遣9樹立、派遣元での36協定の内容等を把握レ、時間外労働等を仔わせる場合IC::I立、その範囲内に
とどめる必要があります。

・・・聞i加主if~昨蒋・・
1，労働者派遣契約の内容は週Eですか

・1明遣先l立、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させた場合に労働基準法違反等が生じないよう、派遣
契約の内容を派遣元に十分に確認してください。

・派遣先指針において、休業手当の支払等、労働者派遣契約の中途解除に伴い生じた派遣元の損害の賠償を
派遣鍔力行うよう、派遣契約！こ定めることとされていることにも、留意レてください。

労働者派遣法では、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させたと曹に派遣先が労働基準関係法令に
違反することになあ場合には‘派遣売に対して当量産労働者派遣を禁止しています固

2.労働時聞についての連絡体制を確立しましょう
・派遣先指針に基づき、労働時間の枠組みと実績に関する連絡体制を確立してください。
〈労働時間の枠組み〉
源濁先は、派遣元での36協定の内容等について情報提供を求めまレょう。
〈実際の労働時間〉
浦温先l止、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準JIC:基づき適正に把握レた
労働時間を派遣元に正確に通知しましょう。

労働者派遣法では、派遣先は派遣先管理台帳に派遣就業日ごとの始業・終業時刻等を記歳L、これを派遣
元に通知しなければならないとしています。

3.年休の取得についての協力体制を盤えましょヨ
・派遣元と派遣先l立、派遣労働者が年次有給休暇の取得を請求した場合の手続等をあらかじめ定め、派遣元が
派遣労働者lこ年次有給休暇を与えるため、代替労働者の派遣、派遣先における業務量の調整等の対応を取る
ことができる体制を確立するととが望まれます。

・派遣先はその調整等に協力し、派遣元が適切に年次有給休暇を与えるととができるよう配慮してください。

。厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署
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！派遣先事業者向け
品£苦￥瑠副首日同百u.革主主罰-~~11Iil, ii".::忌語匡~霊会・・

1.派遣労働者を含め安全衛生管理体制を擁立してください

・派遣先は、派遣労働者を含め算出した常時使用する労働者数等に応じて、

①安全管理者、衛生管理者、産業医等を選任し、派遣労働者の安全衛生に関する事項も含め、必要な職務を
行わせてください。

②安全衛生委員会等を設置レ、派遣労働者の安全衛生に関する事項も含め、必要な調査審議を行ってくだ
さい。

常時50人以上の労働者（派遣労働者を合む）を使用するすべての事業場は、衛生管理者、産業医を選任
する必要があります．

2.危険又lま健康障害の防止措置を適切に実掘してください

－派遣先l立、機械等の安全措置など派遣労働者の危険又は健康障害を防止するための措置を現場の状況に却し
適切に実施してください。

くプレス機械作業における危険又は健康障害の防止措置の例＞

・プレスによるはさまれ災害を防止するための安全装置の設置
・強烈な騒音を発する場合における防音保護其（耳桧jの支給

3.危険性又は有害性等の調査等を実施してください

・ iliUI~は、派遣労働者が従事する作業について、危険性又は有害性等の調蔭を実施し、その結果に基づき、
機械の本質安全化や化学物質の.l:t＇く震防止などリスク低減措置を講じてください。

〈参考危険性又は有害性等の調査害事〉

作業に伴う危検性又It有害性を洗い出し、 υスク（負傷又は疾病の重篤度と発生可能性を組み合わせたも
の）を評価するもので、リスクの大きなものを優先して適切なυスク低減措霞を講ずるととにより、効果的
｜ζ災害を防止できます。

4”安全衛生教育毒事を適切に実施してください
・派遣先i立、派遣売による雇い入れ時等の安全衛生教育に
ついて、その実施鎗県をi総量売1：：：，薗電車で確置してくだ

立日息
・派遣先l立、派遣労働者が異なる作業に転換したとをや、
作業設備、作業方法等に大幅な変更があったとき怠ど
｜立、作業内容変更時の安全衛生教育を行ってください。

' 1市温先は、派遣労働者を一定の危検又は有害な業務1；：従
事させるとをは、派遣労働者が、その業務に関する特
別教育を既に受けた者かを確認し、必要"IJ;特別教育を
行ってくだ古い。

－派遣先は、特別教育を実施した場合、その結果を派遣元
に書面等によリ報告してください。

く特別教育が必要な危険有害業務の例＞

・クレーン（つり上げ荷重5トン未満のもの）、移動式クレーン（つり上げ荷重1トン未満のもの）の運転
．玉掛け作業（つり上げ荷量1トン未満のクレーン、移動式クレーンf1:係るもの）
・フ宏一クリフト等荷役機械（最大荷重1トン未満のもの）の逮転
・動力プレスの金型等の取付け、取外し、調整

・ア－-7溶接等

・派遣先｛止、派遣労働者lζ対し、立入禁止場所等の派遣先において禁止されている事項について周知を行って
ください。

' ＇、



派遣先事業者向け

5.派遣労劉者の安全1;J:作業の確保のために

・滞溜$＼；は、就業制限業務lこ従事する派遣労働者lζ対し、当該業務に係る資格を有しているととを確認してくだ
さい。

く就業制限業務の例＞

・クレーン（つり上げ荷重5トン以上のもの）、移動式クレーン｛つり上げ荷重1トン以上のもの）白運転
．玉掛け作業（つり上げ荷重1トン以上のクレ｝ン、移動式クレーンに係るもの）
・フォークリフト等荷役機械（最大荷量産1トン以上のもの）の運転
・:Jiス溶接等

・派遣先l立、派遣労働者が従事する作業について安全な作業マニュアルや手順番を作成するようにしましょう。

E 派遣先lみ派遣労働者が安全な作業マニュアルや手順書！こより適切な作業を行えるよう、適時作業状況を磯認
する者を定め、その者lこ必要怠指揮を行わせるようにしましょう。

・派遣先は、立入禁止場所、危害を生ずるおそれのある箇所等には、標識や警告表示の掲示を行ってください。

・派遣先は、派遣労働者が、危険予知活動、安全衛生改善提案活動等の安全衛生活動Ii:・:l!Oできるよ当面日直して
三皇室泊三

6.特殊健康自主断を確実に実施してください

・派遣9iil誌、一定の有害業務（放射線業務等） Iこ常時従事する派遣労働者lこ対し、産入れの際、当該業務へ配置
替えの際やその後一定期間以内ごとに1目、定期に、特殊健康診断を実施し、その結果に基づく事後措置を
講じてください。また、特殊健康診断の結果の記録の写しを派還元！こ送付してください。

・派遣先｛革、一定の有害業務を行ラ派遣労働者の作業の記録を作成・保存するとともに、派遣元に提供してくだ
さい。

7.派遣労働者も含めたストレスチェック結果iζ基づく集団ごとの集計・分析が望まれます

・i1iUa9iiは、派遣労働者も含めた一定規模の集団ごとにストレスチヱツク結果を集計・分析し、その結果iこ
基づく措置を実施するととが望まれます司

8.健康に関する情報に基づく派遣労働者！こ対する不利益拡取扱いは禁止されています

派遣先における次のような派遣労働者lζ対する不利益な取扱いについては、一般的に合理的なものではない
ため、行つてはいけません。

・ 般健康診断や長時間にわたる労働lこ関する庖接指導等の結果1.：：基づ、く就業よの措置や、心の健康lζ関する
情報を理由とする就業上の措置について、派遣先か5派遣先iこ、その実施に協力するよう嬰請があったことを
理由として、派遣労働者の変更を求めること。

’本人の局窓を得て、派遣先白内飛遣労働者の心の健康lζ関する情報を把握した場合、これを理由として、医師の
意見や派遣労働者の実情を考慮せず、派遣労働者の変更を求めること。

・派遣先が実施する特殊健康診断結果に基づく必要な措置について、医師の意見を聴く等の法令上の手順に
従わず、派遣労働者の変更を求めるとと。

・派遣元が本人の同意を得て、派遣先lζ派遣労働者のストレスチェック結果や面接指導の結果を提供した場合、

これを理由として、派遣労働者の変更を求めたり、医師の意見や派遣労働者の実情を考慮せず、派遣労働者の
変更を求めること。

・派遣先が集団ごとの集計，分析を行うととを目的として実施するストレスチェックを受けないととを理由
として、派遣労働者の変更を求めるとと。

9.もし派遣労働者が労働災害に被災した織合lこは
・inti&先l立、労働災害の発生原因を謁査し、再発防止対策を講りてください。

・派遣先は、現働者事E価指.告を作＇Ji!し、i眼遣先事雛壇を蹄副する獅艦高瀬監督署に揮出してくださししまた、
その写しを遅滞なく派遣元に送付してください。

派遣労働者が派遣中に労働災害等により死亡又は休業したときは、派遣元、派遣先がそれぞれ労働者
死傷病報告を作成し、所轄の労働基軍監督署に提出す.:5必要があります。
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派遣先事業者向け

・・・聞l初当j"il'星IJJB蒔圃圃

1，安全衛生紋育Ii:関する派遣先の協力や配慮が必要です
・派遣元が派遣労働者に対する鷹入れ時等の安全衛生教育を適切に行えるよう、派遣先はi民運轡．暑が従事
する鍾罰1.：：係る情縄を涜温売に対し積極的に担徴してください。

－派遣元から教育カリキユラムの作成支援等の依頼があった場合には、派遣先はこれに応じるよう努め
ましょう。

・派遣売から麗入れ時等の安全衛生教育の委託の申し入れがあった場合には、派遣先は可能主主限りとれに応じ
るよう努めましょうロ

・派遣先は、当該教育の実施を受託した場合には、その実施結果を派遣元広書面等により報告してください。

・派遣労働者そ異なる作業に転換したときや、作業設備・作業方法等について大幅な変更があコたとき等に、
派泊先で作織内密変更時の徹宵を実施したときは、その結果を派遣売に．砲で報告してください。

2.危険有膏業務｛己係る適正な労働者派JIを行っていますか
・派遣先は、派遣労働者が従事することが予定芯れている特別教育がtB要な一定の危険又は有害な業務及び
就業制限業務｛こ係る派遣労働者の資格等の有無考確認し、必要な資格等が主主い者力？とれらに従事することが
芯いよう、派遣元と十分連絡調整を図ってください。

労働者派遣法では、労働者派遣契約に従って派遣労働者を労働させたときに派遣先が労働安全衛生法令に
違反することになる場合には派遣活に対して当該労働者派遣を禁止しています。

3.健康惨断に関する協カや配慮
・派遣先は、派遣悌．響曲f派遣宛の興施する一般建康診断を漫惨でをるよう必要な配慮をしてください。
また、派遣先から依頼があった場合には派遣先l止、その雇用する労働者lこ対する一般健康診断を実施する際
に、派遣労働者もとれを受診することができるよう配慮じてください。なお、その場合は、一般健康診断結果
は派遣元が取り扱うべきであり、派遣先がその結果を抱擁すべきではないととに留意してください。

• /Iii湯舟は、派遣労働者の労働時聞に加え、必要に応l)て、その他の勤務状況や職場環境iこ関する情報を提供
するよう派遣売から依頼があった場合にi章、情報提供してください。

・派遣先は、一般健康診断の結果に基づく派湾労働奮Ii:対する就機上河口措置について、派遣先か5要聞があった
場合Iこは、協力してください。

．派遣先は、特殊鍵康診断の結果に基づく就業上の措置を講ずる場合には、派遣元に連絡調整を行ってから実施
してください。また、実施した内容については、派遣元に情報提供してください。

4.闘捕にわたる労働に関する宙樹E導Ii:関する協力や配慮
• i.飛遣先は、派遣労働者が、；/ff<遺元の実施する長時間にわたる労働に関する薗犠指導を畏！？ちれるよヨ配慮して
ください。

・濡遣先l止、派遣労働者の労働時間に加え、必要に応りて、その他の勤務状況や職場環境lこ関する情報を提供
するよう派遣元から依頼があった場合にIt、情額提供してください。

－派遣先は、長時間にわたる労働に関する面接指導等の結果に基づく派遣労働者に対する、就業上の措置につい
て、派遣元から屡摘があった塘合には、協力してください。

5.派遣況の踊じる再発防止対策に協力しましょう

・派遣労働者が労働災害に被災した場合、源遣先j;j:、派遣元での安全衛生教育への活用や同種業務の派遣
労働者への情報提供が行えるよう、派遣元lζ対し、当該労働災害の原因や対策について必要な情報を提供
レましょう。

6.定期的Ii:会合を開催するなどし、派遣元との適切な連絡調車を行いましよう
・濡温売は、健康診断、安全衛生教育、労働者派遣契約で定めた安全衛生に隠する事項の実施状況、派遣先が
実施している安全衛生活動への派遣労働者の参加等について、派遣元と連櫛胃整を行ってください。

派遣元・派遣先の寅佳区分と相互の連携について、さ5に詳しくお知りになりたい場合は、以下の
パンフレットをご覧いただくか、最寄りの都道府県労働局、労働菖準監笛署までお願いしま9,

パ…醐働者の労働耕…耽めiこJI派 遣 労 働 者 労 働 条 件 向 車 種

(28.1) 


